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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　トラクタと該トラクタの後部に設けられた連結ピンに枢動可能に連結され牽引されるト
レーラとを含む連結車両の挙動制御装置であって、前記トラクタのヨーレートと前記トレ
ーラのヨーレートとの偏差を低減するよう前記トラクタ又は前記トレーラの制駆動力を制
御する制駆動力制御部と、該制駆動力制御部による前記トラクタ又は前記トレーラの制駆
動力制御の要否を判定する判定部とを含み、前記判定部が前記制駆動力制御が必要である
と判定したときに前記制駆動力制御部が前記制駆動力制御を実行し、前記判定部が前記制
駆動力制御の要否の判定を前記車両の減速度に基づいて変更する装置。
【請求項２】
　請求項１の装置であって、前記判定部が、前記車両の減速度が高いとき、前記車両の減
速度が低いときに比して、前記制駆動力制御が必要であると判定し易くなっている装置。
【請求項３】
　請求項１又は２の装置であって、前記判定部が、前記トラクタのヨーレートと前記トレ
ーラのヨーレートとの偏差の大きさが所定の制御閾値を超えたときに前記制駆動力制御が
必要であると判定する装置。
【請求項４】
　請求項３の装置であって、前記制御閾値が、前記車両の減速度が高いとき、前記車両の
減速度が低いときに比して、低減される装置。
【請求項５】
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　請求項１乃至４のいずれかの装置であって、前記判定部が、前記車両の減速度が高いほ
ど、前記制駆動力制御が必要であると判定し易くなっている装置。
【請求項６】
　請求項１乃至５のいずれかの装置であって、前記判定部が、前記車両の車速が高いとき
、前記車両の車速が低いときに比して、前記制駆動力制御が必要であると判定し易くなっ
ている装置。
【請求項７】
　請求項３又は請求項３を引用する請求項４乃至６のいずれかの装置であって、前記制御
閾値γ＿ｔｈが、制御閾値初期値γ＿ｏと、車速依存ゲインαｖと、減速度依存ゲインα
ｇとを用いて、
　γ＿ｔｈ＝γ＿ｏ・αｖ・αｇ
により与えられ、前記車速依存ゲインαｖが前記車速の増大と伴に低減し、前記減速度依
存ゲインαｇが前記減速度の増大と伴に低減する装置。
【請求項８】
　請求項１乃至７のいずれかの装置であって、前記制駆動力制御の実行時、前記制駆動力
制御部が前記トラクタ及び前記トレーラのうちの少なくとも一方に於いて前記トラクタと
前記トレーラとのヨーレート偏差の大きさが低減する方向にヨーモーメントが発生するよ
う前記トラクタ及び前記トレーラのうちの少なくとも一方の車輪の制駆動力を制御する装
置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、自動車等の車両の挙動制御装置に係り、より詳細には、トラクタがトレーラ
を牽引する形式の連結車両に於けるジャックナイフ現象を回避又は抑制するための挙動制
御装置に係る。
【背景技術】
【０００２】
　セミトレーラ又はフルトレーラの形式の連結車両に於いて、一般に、トラクタに牽引さ
れるトレーラは、トラクタの後部に設けられたピン又はカプラにより枢動可能に連結され
ている。このような形式の連結車両に於いては、車両の急制動時、急操舵時或いは後退時
に、トラクタとトレーラとの連結角（ヒッチ角）が急激に増大し、車両がピン又はカプラ
に於いてＶ状に屈曲した挙動不安定な状態となる「ジャックナイフ現象」が発生しやすい
ことが知られている。そこで、従来より、ＡＢＳ等の制動制御装置を利用してトラクタ及
び／又はトレーラの車輪に於ける制駆動力を制御することによって、連結車両に於けるジ
ャックナイフ現象を防止するための対策が種々提案されている。例えば、特許文献１では
、トレーラに於いてヒッチ角を低減する方向にヨーモーメントが発生するよう左右輪の制
動力差を発生させる制動制御機構が組み込まれたトラクタとトレーラとの連結器が提案さ
れている。また、特許文献２は、電子制御式の制動制御装置により、ジャックナイフ現象
の危険性が検出された際に車両の左右輪の制動力を独立に制御することを開示している。
更に、特許文献３～５に於いては、トラクタのヨーモーメント制御の開始時、自動減速制
御の開始時或いは降坂走行中の制動時にトレーラによるトラクタの突き押しによるジャッ
クナイフ現象を防止するべく、トレーラを早期に制動することが提案されている。或いは
、特許文献６では、トレーラの車輪に電動機などの駆動手段を設け、トレーラの走行軌道
を制御するようトレーラの左右輪の駆動力を調節することによって、ジャックナイフ現象
を回避することが提案されている。
【特許文献１】特開昭５１－１０８４１９号公報
【特許文献２】特開平１０－１０３７号公報
【特許文献３】特開２０００－４３６９５
【特許文献４】特開２０００－４３７０５
【特許文献５】特開２００１－２７８０１９
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【特許文献６】特開平１０－１５７６５２
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００３】
　上記の如き連結車両のジャックナイフ現象は、端的に述べれば、トラクタとトレーラの
ヨーレートが逆向きとなり、且つ、その差が大きくなったとき、タイヤ横力がトレーラと
トラクタとの回転接近を抑制しきれないことによって惹起される。そして、トレーラとト
ラクタとが連結ピン周りに相対的に回転しながら接近するときの回転運動エネルギー若し
くは回転力（回転作用）は、車速や減速度と伴に大きくなる。一方、トラクタ又はトレー
ラの制動制御又はヨーレート制御にて抑制可能な回転力又はエネルギーには限界がある。
従って、車速や減速度が高い場合に、より確実にジャックナイフ現象を防止するには、ト
レーラとトラクタとの相対的な回転作用が過大になる前に早期にトラクタとトレーラとの
ヨーレート差の低減或いはヒッチ角の増大抑制を実行しておくことが好ましい。しかしな
がら、従来のジャックナイフ現象防止のための挙動制御技術に於いて、車速や減速度によ
ってトレーラとトラクタとの相対的な回転作用が増大し得ることはあまり考慮されていな
いようである。
【０００４】
　かくして、本発明の一つの課題は、車速や減速度の増大によりトレーラとトラクタとの
相対的な回転作用が増大し得ることを考慮した連結車両のジャックナイフ現象防止のため
の挙動制御装置を提供することである。
【０００５】
　また、本発明のもう一つの課題は、上記の如き挙動制御装置であって、車速や減速度が
高いときには、早期にトレーラ又はトラクタのヨーレート制御を実行し、トレーラとトラ
クタとの相対的な回転作用が大きくなる前にその作用を抑制できるようにする装置を提供
することである。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　上記に触れたように、走行中の連結車両に於いて、トレーラがトラクタへ相対的に回転
接近するとき、車速が高いときには、トレーラの運動エネルギーが大きくなっているので
、トレーラの回転作用も大きくなり、減速度が高いときには、トレーラの慣性力が大きく
なるので、やはり、トレーラの回転作用が大きくなる。即ち、ジャックナイフ現象を惹起
し得るトレーラの回転作用の発生のし易さは、車速と減速度の大きさに依存して変化する
。従って、連結車両のジャックナイフ現象をより確実に防止するためには、車両の車速又
は減速度を考慮して挙動制御を開始できるようにすることが好ましい。
【０００７】
　かくして、本発明の一つの態様に於いて、トラクタと該トラクタの後部に設けられた連
結ピンに枢動可能に連結され牽引されるトレーラとを含む連結車両の挙動制御装置は、ト
ラクタのヨーレートとトレーラのヨーレートとの偏差を低減するようトラクタ又はトレー
ラの制駆動力を制御する制駆動力制御部と、該制駆動力制御部によるトラクタ又はトレー
ラの制駆動力制御の要否を判定する判定部とを含み、かかる判定部が前記の制駆動力制御
が必要であると判定したときに制駆動力制御部がかかる制駆動力制御を実行するようにな
った構成に於いて、判定部が制駆動力制御の要否の判定を車両の車速又は減速度に基づい
て変更するよう構成される。既に述べた如く、トレーラの、トラクタに対する連結ピン周
りの相対的回転作用の大きさは、車両の車速又は減速度に依存して変化する。従って、上
記の構成によれば、トレーラとトラクタとの相対的回転作用の大きさに対応して、トラク
タのヨーレートとトレーラのヨーレートとの偏差を低減する挙動制御、即ち、ジャックナ
イフ現象を防止する制御の実行の要否が判定されるようになり、より的確な時期にジャッ
クナイフ現象を防止する制御の実行が開始できるようになる。
【０００８】
　また、上記の如く、ジャックナイフ現象を惹起し得る大きなトレーラの回転作用は、車
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速又は減速度が高いときに発生し易くなる。従って、車速又は減速度が高いときには、運
動エネルギー又は慣性力がトレーラの回転接近の作用に転化される前に、より早期にトラ
クタとトレーラとの間のヨーレート差を抑制させることが好ましい。そこで、上記の本発
明の装置に於いて、判定部は、車両の車速又は減速度が高いとき、車両の車速又は減速度
が低いときに比して、制駆動力制御が必要であると判定し易くなっていてよい。これによ
り、車両の車速又は減速度が高いときには、より早期にヨーレート制御が実行され、より
確実にジャックナイフ現象を防止できるようになることが期待される。なお、かかる構成
に於いて、判定部は、車両の減速度が高いほど、或いは、車両の車速が高いほど、制駆動
力制御が必要であると判定し易くなるよう構成されていてよい。
【０００９】
　上記の本発明の装置の実施の形態に於いては、判定部は、トラクタのヨーレートとトレ
ーラのヨーレートとの偏差の大きさが所定の制御閾値を超えたときに制駆動力制御が必要
であると判定するよう構成されていてよい。この場合、車両の車速又は減速度が高いとき
、車両の車速又は減速度が低いときに比して、制駆動力制御が必要であると判定し易くす
るための一つの容易な構成として、制御閾値が、車両の車速又は減速度が高いとき、車両
の車速又は減速度が低いときに比して、低減されるようになっていてよい。また、より具
体的には、制御閾値γ_thが、制御閾値初期値γ_oと、車速依存ゲインαｖと、減速度依
存ゲインαｇとを用いて、
　　γ_th＝γ_o・αｖ・αｇ　　　…（１）
により与えられ、車速依存ゲインαｖが車速の増大と伴に低減し、減速度依存ゲインαｇ
が減速度の増大と伴に低減するよう設定されるようになっていてよい。かかる構成によっ
て、車両の車速又は減速度の少なくとも一方が高いときには、制御閾値が低くなり（車速
と減速度との双方が高いときには更に制御閾値が低くなり）、従って、ジャックナイフ現
象を防止するための挙動制御が実行され易くなるので、より確実に、運動エネルギー又は
慣性力のトレーラの回転接近の作用への転化を未然に防止できるようになることが期待さ
れる。
【００１０】
　上記の本発明の装置に於いて、ジャックナイフ現象を防止するための挙動制御、即ち、
トラクタのヨーレートとトレーラのヨーレートとの偏差を低減する制駆動力制御は、任意
の手法で実行されてよい。典型的には、制駆動力制御は、制駆動力制御部がトラクタ及び
トレーラのうちの少なくとも一方に於いて、トラクタとトレーラとのヨーレート偏差の大
きさが低減する方向にヨーモーメントが発生するようトラクタ及びトレーラのうちの少な
くとも一方の車輪の制駆動力を制御することにより為されてよい。かかるヨーモーメント
発生は、最も好適には、トラクタとトレーラの双方に於いて制動力左右差を付けることに
より達成されるが、これに限定されないことは理解されるべきである。
【００１１】
　なお、トラクタのヨーレートとトレーラのヨーレートとの偏差を低減する制駆動力制御
は、例えば、ジャックナイフが生じ得る兆候、若しくは、運動エネルギー又は慣性力のト
レーラの回転接近の作用への転化の兆候が全くない場合には、実行されなくてもよい。か
かる運動エネルギー又は慣性力のトレーラの回転接近の作用への転化の兆候は、例えば、
トラクタとトレーラとの連結角若しくはヒッチ角の大きさを参照することで捉えることが
可能である。そこで、実施の形態に於いて、判定部は、例えば、トラクタとトレーラとの
連結角若しくはヒッチ角が所定角度を上回ったときに、トラクタ又はトレーラの制駆動力
制御の要否を判定するよう構成されていてよい。
【発明の効果】
【００１２】
　かくして、上記の本発明の装置によれば、車両の車速及び／又は減速度を参照しながら
、即ち、運動エネルギー又は慣性力のトレーラの回転接近の作用への転化が生じた場合の
回転作用の強さを参照しながら、ジャックナイフ現象を防止するための挙動制御の実行の
要否の判定が為されるようになる。従って、かかる挙動制御が、従前に比してより的確な
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時期に実行され、ジャックナイフ現象を惹起し得るトラクタとトレーラの相対的な回転接
近運動の発生を未然に防止できることが期待される。また、特に、車両の車速及び／又は
減速度が高いときに、制駆動力制御が必要であると判定し易くする態様によれば、車両の
車速及び／又は減速度が高いときには、より早期に、運動エネルギー又は慣性力のトレー
ラの回転接近の作用への転化が過度に進む前に制駆動力制御によるトラクタ及び／又はト
レーラの挙動の修正が開始されるので、抑えるべき回転作用が小さくなり、制駆動力制御
だけでジャックナイフ現象を防止できるようになることが期待される。
【００１３】
　本発明のその他の目的及び利点は、以下に於いて、部分的に明らかになり、指摘される
。
【図面の簡単な説明】
【００１４】
【図１】図１（Ａ）は、本発明の好ましい実施形態であるジャックナイフ現象を防止する
ための挙動制御装置が搭載される車両の模式的な側面図である。図１（Ｂ）は、車両の制
動系装置とその制御を行う電子制御装置の信号の流れを表す車両の模式的な平面図である
。図１（Ｃ）は、本発明の好ましい実施形態である挙動制御装置の内部構成を制御ブロッ
クの形式で表したものである。
【図２】図２（Ａ）は、本発明の挙動制御装置の判定部に於いて参照するパラメータを説
明する車両の模式的な平面図である。図２（Ｂ）、（Ｃ）は、ジャックナイフ抑制制御実
行中の各輪制駆動力制御の例を表す車両の模式的な平面図である。図中、矢印Ｆｂ…は、
ジャックナイフ抑制制御時に各輪に於いて発生される制動力を示している。
【図３】図３（Ａ）は、本発明の挙動制御装置の処理の流れをフローチャートの形式で表
したものである。図３（Ｂ）は、制御閾値の車速依存ゲインαｖの車速Ｖに対する変化を
グラフ形式で表したものである。図３（Ｃ）は、制御閾値の減速度依存ゲインαｇの減速
度｜Ｇｘ｜（加減速度の絶対値）に対する変化をグラフ形式で表したものである。
【符号の説明】
【００１５】
１０…車両
１０ａ…トラクタ
１０ｂ…トレーラ
１２ｆｌ、ｆｒ…トラクタ前輪
１２ｒｌ、ｒｒ…トラクタ後輪
１２ｔｌ、ｔｒ…トレーラ車輪
１４…連結ピン
４０…制動系装置
４２ｆｌ、ｆｒ、ｒｌ、ｒｒ、ｔｌ、ｔｒ…ホイールシリンダ
４４…ブレーキペダル
４５…ブレーキバルブ又はマスタシリンダ
４６…流体圧回路（トラクタ）
４６ｔ…流体圧回路（トレーラ）
５０…電子制御装置
６０…加減速度センサ、ヨーレートセンサ（トラクタ）
６０ｔ…ヨーレートセンサ（トレーラ）
【発明を実施するための最良の形態】
【００１６】
　以下に添付の図を参照しつつ、本発明を幾つかの好ましい実施形態について詳細に説明
する。図中、同一の符号は、同一の部位を示す。
【００１７】
装置の構成
　図１（Ａ）は、本発明によるジャックナイフ現象を抑制するための挙動制御装置の好ま
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しい実施形態が搭載される車両１０を概略的に示している。車両１０は、例えば、公知の
任意の形式のセミトレーラ型の連結車両、即ち、一対の前輪１２ｆ及び一対の後輪１２ｒ
を有するトラクタ１０ａと、トラクタ１０ａの後部に設けられた連結ピン１４にて図中の
矢印の方向に枢動可能に連結された一対の車輪１２ｔを有するトレーラ１０ｂとから成る
連結車両であってよい。なお、図では、車両は、一つの例として、セミトレーラ型のトラ
ックとして描かれているが、本発明の挙動制御装置は、トラクタとトレーラとが互い枢動
可能に連結され、従って、ジャックナイフ現象が発生し得る任意の形式のトラック（フル
トレーラ型であってもよい。）、バス等の車両に適用されてよく、そのような場合も本発
明の範囲に属することは理解されるべきである。
【００１８】
　連結車両１０の各輪の制動は、図１（Ｂ）に模式的に示されている如き、各輪の制動力
を独立に制御することのできる制動系装置４０により行われる。端的に述べれば、制動系
装置４０は、典型的には、電子制御式の空気圧式制動系装置、空気・油圧式（複合式）制
動系装置又は油圧式制動系装置であり、トラクタ１０ａの前輪１２ｆｌ、ｆｒ及び後輪１
２ｒｌ、ｒｒに装備をされたホイールシリンダ４２ｆｌ、ｆｒ、ｒｌ、ｒｒ内のブレーキ
圧、即ち、トラクタ各輪の制動力、を調節する流体圧回路４６と、トレーラ１０ｂのトレ
ーラ車輪１２ｔｌ、ｔｒに装備をされたホイールシリンダ４２ｔｌ、ｔｒ内のブレーキ圧
、即ち、トレーラ各輪の制動力、を調節する流体圧回路４６ｔとを含む。トラクタ１０ａ
の流体圧回路４６には、通常の態様にて、各輪のホイールシリンダを、選択的に、エアコ
ンプレッサ、エアタンク、制動力倍力装置、オイルポンプ、オイルリザーバ等（図示せず
）へ連通する種々の弁（モジュレータ、流体圧保持弁、減圧弁等）と、トレーラ１０ｂの
流体圧回路４６ｔへ流体圧を伝達するブレーキ管とが設けられ、トレーラ１０ｂの流体圧
回路４６ｔには、そのトラクタ１０ａの流体圧回路４６からの流体圧を選択的にトレーラ
車輪のホイールシリンダへ与える種々の弁（モジュレータ、流体圧保持弁、減圧弁等）が
設けられている。そして、通常の制動作動に於いては、運転者によるブレーキペダル４４
の踏込みに応答してブレーキバルブ（又はマスタシリンダ）４５が作動し、エアタンク、
制動倍力装置又はマスタシリンダの圧力がそれぞれのホイールシリンダ４２ｉ（ｉ＝ｆｌ
、ｆｒ、ｒｌ、ｒｒ、ｔｌ、ｔｒ　以下同様）へ供給され、各輪に一斉に制動力が発生さ
れる。しかしながら、ＡＢＳ制御、ＶＳＣ等の運動制御、本発明の挙動制御装置によるジ
ャックナイフ現象を防止又は回避するための制御（ジャックナイフ抑制制御）又はその他
の任意の制動力配分制御を実行するべく、各輪の制動力を個別に又は独立に調節する場合
には、電子制御装置５０の指令に基づいて、前記の種々の弁が作動され、各輪のホイール
シリンダ内のブレーキ圧が、対応する圧力センサの検出値に基づいて、それぞれの目標圧
に合致するよう個別に制御される。
【００１９】
　電子制御装置５０は、通常の形式の、双方向コモン・バスにより相互に連結されたＣＰ
Ｕ、ＲＯＭ、ＲＡＭ及び入出力ポート装置を有するマイクロコンピュータ及び駆動回路を
含んでいてよく、ブレーキペダル４４に設けられた踏込量センサ（図示せず）からのブレ
ーキペダル踏込量θｂ、各輪に設けられた車輪速センサ（図示せず）からの車輪速度Ｖｗ
ｉ、ホイールシリンダ圧力センサからの各輪のホイールシリンダ内の圧力Ｐｂｉ、トラク
タに設けられた前後Ｇセンサ及びヨーレートセンサ６０からの加減速度Ｇｘ、トラクタヨ
ーレートγ、トレーラに設けられたヨーレートセンサ６０ｔからのトレーラヨーレートγ
ｔ、連結ピンに設けられた角度センサ（図示せず）からのヒッチ角（トラクタとトレーラ
との連結角）φ等の検出値が入力される（図示されているものの他、横加速度等の本実施
形態の車両に於いて実行されるべき各種制御に必要な種々のパラメータの値を表す各種検
出信号が入力されてよい。）。
【００２０】
　図１（Ｃ）は、電子制御装置５０に組み込まれる本発明の挙動制御装置をブロック図の
形式にて表したものである。同図を参照して、本発明の挙動制御装置に於いては、ジャッ
クナイフ抑制制御の要否を判定する判定部５０ａと、かかる判定部５０ａの制御要求に従
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ってジャックナイフ抑制制御を実行するべく各輪の制駆動力を制御する制駆動力制御部５
０ｂとが構成される。より詳細には、判定部５０ａは、後述の処理作動に従って、連結ピ
ンのヒッチ角φ、トラクタヨーレートγ、トレーラヨーレートγｔ、車両の前後加減速度
Ｇｘ、各輪の車輪速値Ｖｗｉから任意の手法により決定される車速Ｖを読み込み、ジャッ
クナイフ抑制制御を開始するか否か及びジャックナイフ抑制制御を停止するか否かを判定
し、その判定結果（制御要求）を制駆動力制御部５０ｂへ送信する。制駆動力制御部５０
ｂは、ジャックナイフ抑制制御の実行が指示されると、トラクタヨーレートγとトレーラ
ヨーレートγｔとの偏差の大きさが低減する方向に、或いは、トラクタヨーレートγ又は
トレーラヨーレートγｔの大きさが低減する方向に、トラクタ及びトレーラのうちの一方
に又は双方に於いてヨーモーメントを発生するよう、任意の態様にて、例えば、各輪ブレ
ーキ圧Ｐｂｉ、車輪速度Ｖｗｉ等の情報に基づいて、各輪に付与されるべきブレーキ圧又
は制動力の目標値を決定し、それらの目標値が達成されるよう流体圧回路４６、４６ｔの
各部に制御指令を発する。なお、判定部５０ａと制駆動力制御部５０ｂは、電子制御装置
５０内のメモリ等の記憶装置に予め記憶されたプログラムに従ったＣＰＵ及びその他の要
素の処理作動により実現されることは理解されるべきである。
【００２１】
装置の作動
　図２（Ａ）を参照して、「発明の開示」に於いて触れた如く、連結車両の連結ピン１４
のヒッチ角φが過大となるジャックナイフ現象は、車両の制動時、急操舵時又は後退時に
於いて、トラクタ１０ａの重心Ｇ周りのヨーレートγとトレーラ１０ｂの重心Ｇｔ周りの
ヨーレートγｔが逆向きとなり、且つ、その差｜γ－γｔ｜が大きくなったとき、タイヤ
横力がトレーラとトラクタとの回転接近を抑制しきれないことによって惹起される。特に
、車速が高いときには、車両の運動エネルギーが大きくなっているので、その大きな運動
エネルギーがトラクタとトレーラとの相対的な回転接近のエネルギーに転化すると、その
回転作用は大きくなる。また、車両の減速度が高いときにも、車両にかかる慣性力が大き
くなるので、その大きな慣性力がトラクタとトレーラとの相対的な回転接近の力に転化す
ると、その回転作用は大きくなる。本発明の装置に於いては、かかる知見に基づいて、ジ
ャックナイフ抑制制御、即ち、トラクタとトレーラとのヨーレート差の大きさを低減する
方向にトラクタ及び／又はトレーラ上にヨーモーメントを発生させる制御（図２（Ｂ）、
（Ｃ）参照）を、車速及び／又は減速度が高いときには、より早期に実行できるようにし
、これにより、車両の大きな運動エネルギー又は大きな慣性力がトラクタとトレーラとの
相対的な回転接近の回転作用に転化することを予防又は抑制することが試みられる。
【００２２】
　図３（Ａ）は、上記の如く、車速及び／又は減速度が高いときには、より早期にジャッ
クナイフ抑制制御を実行させるための判定部５０ａの処理作動をフローチャートの形式に
て表したものである。判定部５０ａの制御処理に於いては、端的に述べれば、ヒッチ角φ
の大きさと、トラクタとトレーラのヨーレート差の大きさ｜γ－γｔ｜とが、それぞれ、
所定の閾値角度、制御閾値を超えたときに、ジャックナイフ抑制制御の実行が要求される
。そして、かかるジャックナイフ抑制制御の実行要求の判定に於いて、トラクタとトレー
ラのヨーレート差の大きさを判定するための制御閾値が、車速及び減速度に依存して変更
される。なお、図示の制御処理は、車両の走行中、所定のサイクルにて繰り返し実行され
る。
【００２３】
　具体的には、図３（Ａ）を参照して、ジャックナイフ抑制制御がまだ実行されていない
とき（ステップ１０）には、まず、ヒッチ角φの大きさ（絶対値）が所定の角度φthより
も大きくなっているか否か、即ち、
　　｜φ｜＞φth　　　…（２）
が成立しているか否かが判定される（ステップ２０）。もしここで条件（２）が成立して
いる場合には、トラクタとトレーラの向きにずれが生じており、トレーラ又はトラクタの
運動エネルギー又は慣性力がトレーラとトラクタとの相対回転作用に転化する可能性又は
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兆候が存在することとなる（条件（２）が成立していないときには、何の処理も実行せず
に制御サイクルが繰り返される。）。そこで、その場合には、ジャックナイフ抑制制御の
実行の要否を判定するための制御閾値γ_thが下記の式にて設定される（ステップ３０）
。
　　γ_th＝γ_ｏ・αｖ・αｇ　　　…（３）
ここで、γ_ｏは、制御閾値の初期値である（かかる値は、実験的に又は理論的に任意に
設定されてよい。）。αｖは、車速依存の制御ゲインであり、図３（Ｂ）に例示されてい
る如く、車速Ｖの大きさの増大と伴に低減するよう設定される。また、αｇは、減速度依
存の制御ゲインであり、図３（Ｃ）に例示されている如く、減速度（車両の前進中では、
制動時の加減速度値Ｇｘの絶対値であり、車両の後退中では、駆動時の加減速度値Ｇｘの
絶対値）の増大と伴に低減するよう設定される。従って、制御閾値γ_thは、車速Ｖ及び
／又は減速度Ｇｘが高くなると、低くなるよう設定されることとなる。
【００２４】
　かくして、制御閾値γ_thが設定されると、トラクタとトレーラのヨーレート差の大き
さ｜γ－γｔ｜が、制御閾値γ_thを超えているか否か、即ち、
　　｜γ－γｔ｜＞γ_th　　　…（４）
が成立しているか否かが判定される（ステップ４０）。ここで、条件（４）が成立してい
る場合には、ジャックナイフ現象が発生し易い状態となっていることとなり、ジャックナ
イフ抑制制御の実行要求が制駆動力制御部５０ｂへ与えられる（ステップ５０）。そして
、制駆動力制御部５０ｂは、後述の態様のいくつかにより、トラクタ及び／又はトレーラ
の挙動の修正を開始する。
【００２５】
　なお、ここで、理解されるべきことは、制御閾値γ_thが車速Ｖ及び／又は減速度Ｇｘ
が高くなるほど低くなるよう設定されているので、車速Ｖ及び／又は減速度Ｇｘが高くな
るほど、即ち、ジャックナイフ現象を惹起し得る回転作用が大きくなる可能性が高くなる
ほど、小さいヨーレート差｜γ－γｔ｜のときにジャックナイフ抑制制御の実行要求が出
されることとなることである。換言すれば、車速Ｖ及び／又は減速度Ｇｘが高くなるほど
、ジャックナイフ抑制制御の実行が開始され易くなり、これより、早期にトラクタ／トレ
ーラの挙動が修正され、従前に比して、より確実に、ジャックナイフ現象を未然に防ぐこ
とが可能となる。（ステップ４０に於いて、条件（４）が成立していないときには、何の
処理も実行せずに制御サイクルが繰り返される。）
【００２６】
　制駆動力制御部５０ｂによって実行されるジャックナイフ抑制制御は、任意の手法で実
行されてよい。例えば、車両の前進走行中に制動が実行された場合には、図２（Ｂ）に例
示されている如く、トラクタに於いては、ヨーレートの向きと逆の側の車輪の制動力（図
中、Fb_fl）がその他の車輪の制動力よりも相対的に増大され、トレーラに於いては、ヨ
ーレートの向きと同じ側の車輪の制動力（図中、Fbtr）がその他の車輪の制動力よりも相
対的に増大され、これにより、トラクタ又はトレーラに於いて、それぞれ、連結ピンのヒ
ッチ角を低減する方向にヨーモーメントＭｃ、ヨーモーメントＭｃｔが発生されるように
なっていてよい。また、車両の後退走行中に於いては、図２（Ｃ）に例示されている如く
、トラクタでは、ヨーレートの向きと同じ側の車輪の制動力（図中、Fb_fr）がその他の
車輪の制動力よりも相対的に増大され、トレーラでは、ヨーレートの向きと逆の側の車輪
の制動力（図中、Fbtl）がその他の車輪の制動力よりも相対的に増大され、やはり、トラ
クタ又はトレーラに於いて、それぞれ、連結ピンのヒッチ角を低減する方向にヨーモーメ
ントＭｃ、ヨーモーメントＭｃｔが発生されるようになっていてよい。なお、連結ピンの
ヒッチ角を低減する方向の制御ヨーモーメントは、好ましくは、トラクタ及びトレーラの
双方に於いて生成されるが、トラクタ又はトレーラのいずれか一方のみに生成されるよう
になっていてよい。また、図示の例では、結局、左右輪の制動力差によって車体にヨーモ
ーメントを発生させているが、各輪の駆動力配分が可能な場合には、左右輪の駆動力差に
よって上記と同様のヨーモーメントが発生されるようになっていてよい。（車体に付与さ
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されてよい。）
【００２７】
　上記の如く、一旦実行が開始されたジャックナイフ抑制制御は、ヨーレート差｜γ－γ
ｔ｜が、終了閾値γ_endよりも小さくなったときに終了されるようになっていてよい。図
示の制御処理に於いては、ジャックナイフ抑制制御開始後には、ステップ１０に於いて、
ジャックナイフ抑制制御実行中と判定され、次いで、ステップ６０に於いて、
　　｜γ－γｔ｜＜γ_end　　　…（５）
が成立すると、ジャックナイフ抑制制御の停止が、制駆動力制御部５０ｂに指示される（
ステップ７０）。なお、ジャックナイフ抑制制御の終了閾値γ_endも、制御閾値γ_thと
同様に車速又は減速度の増大と伴に変更されるようになっていてもよい（制御閾値γ_th
と同じであってもよい。）。
【００２８】
　かくして、上記の本発明の装置によれば、ジャックナイフ抑制制御の実行が必要である
か否かを決定するための判定基準が、車速又は減速度に応じて変更され、これにより、車
速又は減速度に高いときには、ジャックナイフ抑制制御が実行され易くなり、早期のトラ
クタ又はトレーラの挙動の修正によってジャックナイフ現象の防止がより確実に可能とな
ることが期待される。
【００２９】
　以上に於いては本発明を特定の実施例について詳細に説明したが、本発明は上述の実施
例に限定されるものではなく、本発明の範囲内にて他の種々の実施例が可能であることは
当業者にとって明らかであろう。
【００３０】
　例えば、トラクタとトレーラの各々のヨーレートは、それぞれの左右輪の車輪速を用い
て、
　　ヨーレート＝左右車輪速差／トレッド　　　…（６）
により与えられてよい。その場合、ヨーレートセンサは用いられなくてよい。また、連結
ピンヒッチ角φの微分値は、トラクタとトレーラのヨーレート差γ－γｔに相当するので
、図３（Ａ）のステップ４０、６０の判定、即ち、ジャックナイフ抑制制御の要否の判定
は、連結ピンヒッチ角φの微分値の絶対値が制御閾値又は終了閾値より大きいか否かによ
り為されてよい。（換言すれば、ジャックナイフ抑制制御は、連結ピンヒッチ角φの微分
値の絶対値が小さくなるよう実行される。）その場合、連結ピンのヒッチ角を検出する角
度センサは用いられなくてよい。
【００３１】
　更に、図３（Ｂ）、（Ｃ）の例示されている如き、制御ゲインの車速又は減速度の依存
性は、実際の車両の構成・特性に適合するよう、実験的に又は理論的に任意に設定されて
よく、図示の例に限定されないことは理解されるべきである。
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